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要旨 

 
【背景と目的】Five to Fifteen（FTF）は、attention deficit hyperactivity disorder 
(ADHD)とその併存疾患に典型的な症状や問題を引き出すために開発された評価ツ
ールである。ADHDの症状だけでなく、自閉症スペクトラム症、チック症、発達性
協調運動症、反抗挑発症、学習の問題、感情調節の問題などの幅広い症状をスクリー
ニングすることができる。FTFの構造は、これまでいくつかの研究で、探索的因子
分析や主成分分析を用いて検討されてきたが、本邦においては、FTF日本語版自体
はあるものの、因子構造についての研究や、そこから得られたデータに基づいた疾患
の特徴についての考察を行った研究はまだない。本研究では，日本語版FTFの因子
構造を明らかにし，ADHD集団に対するFTFの有用性を評価することを目的とし
た。 
【対象と方法】第１章では、2017年1月 (休学を挟んだため著者大学院在学中)に
札幌市内の小中学校の児童を対象とし、性別や年齢などの基本的なプロフィールと
FTFの結果を解析した。FTFの因子分析では、事前に項目-全体相関を調べ、相関係
数が0.4以下の項目は除外した。質問票の因子分析は，プロマックス回転による最尤
法によって行った。各因子の内的一貫性の評価には、Cronbach’s alphaを用いた。
第２章では、2016年5月から2019年5月にかけて，北海道大学病院の児童・思春
期精神科の外来を初診したADHD児から，性別や年齢などの基本的なプロフィー
ル、FTF、CBCL、ADHD-RS IVを調査した。除外基準は、併発する器質的疾患、知
的障害、Autism Spectrum Disorder （ASD）を有する者とした。Child Behavior 
Checklist (CBCL)、ADHD-RS Ⅳとの関連について、Spearmanの順位相関係数を
用いて評価した。ADHD群と一般群の比較は、Mann-WhitneyのU検定を用いて評
価した。有意水準を5%として解析を行った。多重比較の影響を考慮し、Bonferroni
の補正を用いた。質問紙のブランクが5％以上あるものを除き、ADHD群では43人
中41人、一般群では383人中376人が対象となった。 
【結果】第１章では、探索的因子分析の結果、FTFは4因子に分かれ、因子１を言
語と学習の困難、因子2を多動・衝動性、因子3を不注意、実行機能の困難、因子
4を社会スキルの困難とそれぞれ命名した。各因子のCronbach’s alphaは、それぞ
れ、因子1が0.70、因子2が0.78、因子3が0.79、因子4が0.82であった。第２
章では、第１章で得られた4因子とADHD-RS Ⅳの相関分析の結果、因子2の「多
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動性・衝動性」とADHD-RS IVの多動性・衝動性スコアの間に強い正の相関がみら
れた。因子3の「不注意・実行機能の困難」とADHD-RS IVの不注意の間には中程
度の正の相関がみられた。また、第１章で得られた4因子とCBCLの相関分析の結
果、因子1はVI Attentionとのみ正の相関を示した。因子2はVII Delinquent、
VIII Aggressive、Externalizing、Totalと正の相関があった。因子3はVI 
Attentionとのみ正の相関を示した。因子4は、Ⅰ Withdraw、Ⅱ Somatic 
complains、Ⅳ Social、Ⅵ Attention、Ⅶ Delinquent、Ⅷ Internalizing、Totalと
正の相関があった。一般群とADHD群のFTFスコアの比較の結果、Mann-
WhitneyのU検定で各因子のスコアは、ADHD群が一般群よりも有意に高かった
（p<0.0001）。ADHD群のスコアが一般群の90％分位値を超えた割合は、因子1
が56.1％、因子2が68.3％、因子3が63.4％、因子4が51.2％であった。  
【考察】第１章では、FTFは4因子に分かれた。FTFのオリジナルのドメインのう
ち、memory（記憶）、learning（学習）、perception（知覚）、language（言語）の
4領域は、ほとんどが因子1にまとめられている。オリジナルのFTFでは， 
Externalizing（外在化）とInternalizing（内在化）は，Emotional / Behavioral 
problems（感情/行動の問題）という1つのドメインに含まれている。しかし，今回
の因子分析では，それぞれ別の因子に分離された。本研究では、Externalizing（外
在化）を含む因子2に多動性・衝動性が含まれ、Internalizing（内在化）を含む因子
4にSocial skill が含まれていることから、日本の学童の一般集団ではExternalizing
（外在化）とInternalizing（内在化）の問題は必ずしも併発していないことが示さ
れた。また、抽出された4つの因子は，Cronbachのα係数の値から，十分な内部一
貫性を持つことがわかった。第２章では、ADHD-RS IVは、因子2の「多動性・衝
動性」とADHD-RS IVの多動性・衝動性スコアの間には強い正の相関 （ρ=0.78）
があり、因子3の「不注意・遂行困難」とADHD-RS IVの不注意の間には中程度の
正の相関 （ρ=0.62）がみられたことから、因子2と因子3は、ADHDの一次症状
をより直接的に説明できると考えられた。FTFとCBCLの相関分析では、複数の正
の相関が認められ、特に，因子2の「多動性・衝動性」と因子4の「社会的スキル
の困難」は，CBCLの複数の尺度と相関していた。因子2とCBCLの外向性、非行
性、攻撃性の各尺度との相関があることは、内容の妥当性を示す結果となった。同様
に、因子4は、CBCLの内向性、不安・抑うつ、社会性、注意、非行、内向性の各
尺度との相関を示した。これらの相関は、因子４の妥当性を示すだけでなく、この因
子が社会的引きこもりや内向的問題の指標となりうることを示唆していた。すべての
因子において、ADHD群は一般群よりも有意に高いスコアを示したことからから、
ADHD児は、多動性、衝動性、不注意といった具体的な領域だけでなく、学習障害
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や社会的問題などの多様な問題を抱えていることが明らかとなった。 
【結論】因子分析の結果、日本の一般児童群のFTFは4つの因子に分けられること
がわかった。抽出された4つの因子は，Cronbachのα係数の値から，十分な内部一
貫性を持つことがわかった。 さらに，ADHD-RSIVとCBCLを用いて因子構造を
ADHD群で検証したところ，4因子のうち3因子は十分な外部妥当性を示した。唯
一、因子1については、適切な指標を用いた外部妥当性の検証が行われておらず、
今後、他の調査ツールや適切な臨床評価を用いて因子1を検証する必要がある。
ADHD群は、一般群に比べてすべての因子で有意に高いスコアを示した。この結果
から、ADHDの発達上の問題は多様であり、その評価は臨床的に必須であることが
わかった。したがって，FTFは，幅広い症状をカバーする評価尺度として，ADHD
患者の評価に有用なツールであると考えられる。 
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略語表 

本文中及び図中で使用した略語は以下の通りである。 

ADHD 
ADHD-RS Ⅳ 
CBCL 
DSM-Ⅳ-TR 
 
DSM-5 
 
ESSENCE 
 
FTF 
ICD-10 

Attention deficit hyperactivity disorder 
ADHD rating scale Ⅳ 
Child Behavior Checklist 
Diagnostic and Statistical Manual of mental 
disorders, fourth edition text revision 
Diagnostic and Statistical Manual of mental 
disorders, fifth edition 
Early Symptomatic Syndromes Eliciting 
Neurodevelopmental Clinical Examinations 
Five to fifteen 
International statistical Classification of Diseases 
and related health problems, 10th revision 
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本論文における用語について 
 
診断名には歴史的な背景や変遷はあるものの、本論文においては、現在最も一般的
に使われている米国の診断基準であるdiagnostic and statistical manual of mental 
disorders, fifth edition（DSM-5）上の表記に統一した。 
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緒言 
 
我が国の神経発達症の現状について 
全国連合小学校長会の2020年度全国調査では、小学校753校のうち、97.1％にあ
たる731校に、通常の学級に神経発達症の診断のある児童、または神経発達症の疑
いのある児童が在籍しており、全日本中学校長会が2020年9月に実施した「特別支
援教育推進上の課題への対応に関する調査」においても、中学校542校の88.9％に
おいて、通常の学級に神経発達症の生徒が在籍していることが明らかとなっている
（通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査 有識
者会議 令和3年10月5日）。文部科学省が2012年2月～3月に全国の公立小中
学校において、5万3,882人を対象に、通常の学級に在籍する神経発達症の可能性
のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査を実施したが、その結
果、通常の学級に在籍する児童生徒の6.5％が、知的発達に遅れはないものの学習
面、行動面で著しい困難を示し、神経発達症の可能性があることが明らかとなった。
このように、本邦においても児童の神経発達症の診断やその後の対応の必要性は高ま
ってきていると考えられるが、専門医や、適切な診断ツールの不足により、十分な支
援体制が整っているとは言い難い。前述のニーズの高まりに比して、日本児童青年精
神医学会の認定医は2021年10月時点で422名に留まっており、需要に追い付かな
いのが現状である。我が国の神経発達症者の最初に診断を受けた時期と教育歴との関
係を調べた調査では、特別支援学校（養護学校）を除く高等学校卒業以上の教育歴を
有する場合、就学前が39 %、義務教育在学中が20 %、義務教育終了後在学中が
16 %の診断となっており、学校卒業後の診断は 21 %、診断のついていない者は 
4 %であった（障害者職業総合センター調査報告書 2012） 。この結果は、必ずし
も最初の診断が、児童期に行われてはいないことを示している。特に、通常学級を卒
業し、診断や支援が早期に受けられなかった場合、障害者のための雇用支援を受ける
選択肢がない、もしくは支援の存在自体を知らないという場合があり、彼らへの対応
が課題となっている（障害者職業総合センター資料2012）。また、幼少期に神経発
達症の診断がつかず、支援を受けないまま成人となると、成人となってから抑うつ
や、強迫症状、パーソナリティー障害など、種々の精神症状を呈する場合があり、衣
笠らは、これを重ね着症候群と定義している（衣笠ら2007）。重ね着症候群は神経
発達症を背景としているため、それに則した薬物療法や支持的療育的アプローチが適
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切となる症例があり、それに気づかず通常の治療を受け続けて長期化する症例も少な
くない。また、神経発達症の患者の多くは、気分や感情の変化を伝える十分な言語ス
キルを持たず、感情を表現したり、伝えることが困難であり、顔の表現、ジェスチャ
ーなどの非言語的な感情の表現手段を統合することも困難である。また、恥ずかしさ
や自尊心といったより複雑な感情を表現することも難しい。そのため、神経発達症の
患者のうつ病の評価を行うことは困難である。これらの報告からも、成人期まで見逃
された神経発達症の診断、治療には多くの困難を伴うことがわかる。すなわち、成人
までに診断を受け、適切な支援や援助を受けられなかった場合には、二次的な問題や
障害をきたすリスクが高まり、成人期に至ると診断そのものが容易ではないと言うこ
とである。早期に診断や評価を得て、適切な支援や介入が行われることが望まれる。 
 
本研究の背景と目的 
 注意欠如多動症(attention deficit hyperactivity disorder: ADHD)は、多動性、衝
動性、不注意を3主徴とする神経発達症である。症状は小児期より認められ、
ADHDの有病率は児童の約5%とされており、臨床上、日常的によく見られる疾患
である。ADHDを有する児は、他の併存症を伴うことが多く、限局性学習症、睡眠-
覚醒障害、反抗挑発症、不安症などを認められやすいとされている（Reale et al., 
2017）。実際に、児童精神科、および小児科の診療では、ADHDの主症状だけでな
く、併存疾患への対応が求められることが多くなっている。そのため、これらの併存
症の症状を包括的にカバーする評価尺度の必要性は増してきていると言える
(Kadesjö et al., 2001)。Five to Fifteen (FTF)は、ADHDとその併存疾患に典型的な
症状や問題を引き出すために作成された評価ツールである (Kadesjö et al., 2001)。
スカンジナビアの研究グループによって考案され、主に北欧諸国で臨床または研究目
的に広く使用されている。 
現在、FTFには保護者版と教師版があり、web上から無料でダウンロードすること
ができる（https://www.5-15.org/download）。5-17歳児の保護者を対象とした保
護者版は、13か国語が用意されており、日本語版も含まれる。同様に、教師を対象
とした教師版は6カ国語、2-5歳児の保護者を対象とした保護者版は5カ国語が準備
されているが、未だ日本語版は含まれない。現在のところ、FTFは、17歳以下が対
象となっているが、近年、FTFを成人の評価に利用する研究も行われている。成人
期の神経発達症の症例の保護者からの後方視的な評価が、小児を対象とした研究と同
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等の結果をもたらすことが示されており、FTFが、成人の臨床においても有用であ
る可能性も示唆されている (Hirvikoski et al., 2021)。 
FTFは181問から構成されており、８つのドメインと22のサブドメインに分かれ
ている（表1）。 
 
表1 FTFのドメイン、サブドメイン 

 
表1の様に、FTFの項目の内容は多岐にわたり、ADHDのみならず、自閉スペク

トラム症（autism spectrum disorder :ASD）、チック症、発達性協調運動症、反抗
挑発症、学習の問題、感情障害といった領域の症状も広くスクリーニングできるツー
ルとなっている（Kadesjö et al., 2004; Trillingsgaard et al., 2004）。例えば、
スウェーデンで33名の7～15歳の知的能力障害の児を対象にFTFを施行した研究

Gross motor skills（粗⼤運動）

Fine motor skills（微細運動）

Attention（注意）

Hyperactive/impulsive（多動/衝動）

Hypoactive（低活動）

Planning/organising（計画/整理）

Relation in space（空間認知）

Time concepts（時間の概念）

Body perception（⾝体知覚）

Visual perception（視覚）

Memory（記憶） Memory（記憶）

Comprehension（⾔語理解）

Expressive language skills（表出⾔語）

Communication（コミュニケーション）

Raeding/Writing（読み書き）

Math（数学）

general learning（⼀般的な学習）

Coping in learning（学習への対処）
Social skills（社会
スキル） Social skills（社会スキル）

Internalising（内在化）

Externalising（外在化）

Obsessive-compulsive（強迫）

Emotional/behaviour
al probrems（感情/
⾏動の問題）

Moter skills(運動)

Executive functions
（実⾏機能）

Perception（知覚）

Language（⾔語）

Learning（⾔語）
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では、運動障害、実行機能の問題、知覚障害、記憶障害、言語障害、社会機能の障
害、感情調節の問題や気分障害など、知的能力障害の児には付随する多くの問題があ
ることがわかり、これらの問題を広範にカバーするFTFは、個々の児がどのような
支援を必要としているかを理解するのに有用であった（Lindblad et al., 2011）。上
記の様な神経発達症に関連したものだけでなく、身体疾患を持つ児のより良い理解の
ためにもFTFを用いた研究が行われており、近年、その有用性が益々注目されてい
る。 
ある研究では、8～10歳の106名の特発性内反足の児にFTFを施行し、特に運動

技能、知覚、言語の領域で健常群と有意差がみられ、特発性内反足の治療に対する親
の満足度が、神経発達症の兆候の見られる児でより低くなる傾向があることも明らか
となった（Loof et al., 2019）。また、１型糖尿病の児でHbA1c値とFTFの相関を
調べた研究では、特に青年期（12-16歳）において、HbA1c高値と実行機能、記
憶、学習の問題との間に有意な正の相関が見られたとの報告がある。自分で血糖の管
理をしている可能性のある12-16歳の患者で差がついたという結果は、実行機能、
記憶、学習の面での問題が、血糖管理に影響を与えた可能性を示唆している。糖尿病
の児の神経発達の問題を早期にスクリーニングすることは、その結果に基づき血糖値
管理を個別に支援することで、高血糖による長期的な合併症を防ぐことにも寄与する
可能性がある（Nylander et al ., 2013）。現在、神経発達症などの診断には
Diagnostic Statistical Manual of Mental Disorders (DSM）やInternational 
Statistical Classification of Diseases and Related Health Problems  
(ICD)といった操作的診断基準の世界的なゴールデンスタンダードが使われることが
多い。一方でこうした診断基準を満たさず、診断閾値下の症状であっても、実生活で
適応に何らかの問題、困り感を抱えている子供、あるいは大人も少なくない。FTF
には、こうした閾値下の神経発達症の生き辛さを拾う役割を果たせる可能性があるこ
と、神経発達症が影響するような他科疾患の診療行動についての患者理解を深めるこ
とにも有用であることが示唆される。 
FTFの開発者であるGillbergらは、このような神経発達症の閾値下の症例を早期

徴候症候群（Early Symptomatic Syndromes Eliciting Neurodevelopmental 
Clinical Examinations, ESSENCE）と呼び、神経発達的な診察につなげ介入すべき
であると提唱している。少なくとも7～10％の学齢期の子どもたちがESSENCEを
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持っているか影響を受けており、この集団の半数以上で問題が成人期でも持続してい
るとされる（Gillberg ., 2010）。 
 FTFの因子構造は、探索的因子分析を用いてこれまでに幾つかの研究で調べられ
ている。チリの研究では、定型発達群を用いて４因子（認知/運動/言語、一般的な発
達、コミュニケーション/学校の勉強、社会感情的問題/コントロール）の結果が得ら
れた（Beltran-Ortiz., 2012）。スウェーデンの研究ではADHD群を対象として6
因子（運動/知覚、注意、認知機能、感情/社会化/行動、読み書き能力、衝動統制）
の結果が得られ（Bruce et al., 2006）、デンマークの研究では一般群を用いて５因
子の結果が得られている（Lambek et al., 2015）。しかし、本邦では、FTFを用い
た研究は、因子構造の検討を含めて、未だ行われていない。上記の海外における研究
や臨床でのFTFの使用の広がりを鑑みると、今後、本邦の研究や臨床場面において
も、FTFの利用が一般的になることは有用であると言える。本邦においては、FTF
日本語版自体はあるものの、因子構造についての研究や、そこから得られたデータに
基づいた疾患の特徴についての考察を行った研究はまだない。 
本研究の目的は、本邦におけるFTFの因子構造を明らかにし、臨床応用を行うこ

とである。第1章では、札幌市の小中学校の児童を対象としたFTFの因子分析を行
った。第2章では、第１章で得られた因子構造について北海道大学病院精神神経科
を初診したADHD児に応用した。また、従来より本邦でも広く使用されている
ADHD主症状の評価尺度であるADHD-RS IVや子どもの行動上の問題を評価する
CBCLといった評価尺度を用いて、日本語版FTFの基準関連妥当性を評価するとと
もに、ADHDをもつ児童における困難の広がりを捉える際のFTFの有用性を検討し
た。 
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第 1章 
FTFの日本人一般集団での因子構造  
 
1.1. 緒言 
Five to Fifteen（FTF）は、もともとADHDとその併存疾患に典型的な症状や問題
を引き出すために開発された評価ツールであるが、ADHDの症状だけでなく、自閉
スペクトラム症、チック症、発達性協調運動症、反抗挑発症、学習の問題、情緒障害
などの幅広い症状をスクリーニングすることができる（Kadesjö et al ., 2004; 
Trillingsgaard et al ., 2004）。FTFは精神科疾患だけでなく、身体障害の治療を受
けている子どもたちをよりよく理解するためにも用いられており、その有用性は近年
ますます注目されている（Loof et al ., 2019; Nylander et al., 2013; Nilsson et al., 
2019）。本邦においては、畠中らによってFTF日本語版が発行されたが、その因子
構造についての研究や、そこから得られたデータに基づいた疾患の特徴についての考
察を行った研究はまだない。文化的な背景や、サンプルの特性によって、本邦での適
切な因子数は先行研究と必ずしも一致しない可能性もある。そのため、本邦における
因子構造を明らかにし、FTF日本語版の臨床的な価値を確認することが必要であ
る。第1章では、日本人一般集団を対象とした日本語版FTFの因子分析を行った。 
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1.2. 研究方法 
1.2.1研究デザイン 
北海道大学大学院医学研究院の医の倫理委員会の承認を得て（課題名「子供の心の
発達に関する研究」）、2017年1月に札幌市内の小学校3校、中学校2校から得ら
れた、性別や年齢などの基本的なプロフィールとFTFの結果の解析を行なった。研
究計画は1964年のヘルシンキ宣言(2013年改訂)における人を対象とする医学系研
究に関する倫理指針に基づいて作成された。 
 
1.2.2 対象 
2017年1月に札幌市内の小学校3校、中学校2校に在籍した全学年の児童を対象
とし、児童の年齢、性別、FTF日本語版（以下に記載）の結果を本研究に利用し
た。なお、対象者のうち、FTFの空欄が全体の5％以上ある場合には解析から除外し
た。 
 
1.2.3臨床評価 
FTF(Five to Fifteen)日本語版 
FTF(参考資料として添付)は、神経発達に関する181項目からなる質問紙である。

これらの項目のうち、2つの自由回答形式の質問は本調査の解析から除外した。検討
を行なった179項目は、3点リッカート尺度（0＝同意しない、1＝ある程度同意す
る、2＝同意する）で回答を求めるものである。これらの項目は、8つのドメイン、
および22のサブドメインに分類されている。 FTFは各学校に送付した。対象児の
保護者がFTFを記入し、封筒に封入・封印し、これらを各学校で一括して回収し
た。 
 
1.2.4統計解析 
因子分析では、事前に項目-全体相関（Item Total correlation）を調べ、相関係数
が0.4以下の項目は除外した。質問票の因子分析は，プロマックス回転による最尤法
によって行った。因子分析の際に、全ての因子に対しての因子負荷量が0.4未満の
30項目は因子分析から除外した。因子数は、スクリープロットの傾きから4因子と
した。算出された各因子の内的一貫性の評価には、Cronbach’s alphaを用いた。統
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計解析ソフトはStatistical Packages of Social Sciences, JMP pro14 （Scintilla - 
Copyright © 1998-2014 by Neil Hodgson）を用いた。 
 
 
1.3研究結果 
1.3.1 背景因子 
対象者のデータを表1.1に示す。６～15歳の参加者383名において、FTF日本語
版の質問項目5%以上の空欄があった者を除き、残った376名（男性201名、女性
175名）が対象となった。平均年齢は9.7歳（標準偏差2.5歳）であった。 
 
表1.1 対象者のデータ 

  一般群 

対象者数 376 
男/女 201/175 
年齢 6～15 
 
 
1.3.2 探索的因子分析 
探索的因子分析の結果を表1.2に示す。児童精神科の経験年数が10年以上の複数
の専門家で検討を行い、因子１は、Language and learning difficulties（言語と学習
の困難）、因子2はHyperactivity/ Impulsivity（多動・衝動性）、因子3は
Inattention/Performance difficulties（不注意、実行機能の困難） 
因子4はSocial skills (社会スキルの困難)とそれぞれ命名した。4つの因子のうち、
因子1の説明力が17.8％、次いで因子2が11.5％、因子3が8.9％、因子4が
8.4％となった。これら4因子によって最終的に因子分析に用いられた105項目全体
の46.6%が説明された。 
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表1.2 FTFサブドメインの本研究の因子の相関 
因子負荷量が 0.4以上のものを示す。 

 

 
1.3.3 内的信頼性の検討 
各因子のCronbach’s alphaは、それぞれ、因子1が0.70、因子2が0.78、因子
3が0.79、因子4が0.82であった。全体のα係数は0.82であった。 
 
1.3.4 因子間相関 

因⼦１ 因⼦２ 因⼦３ 因⼦４

Gross motor skill(粗⼤運動) .450

Fine motor skill（微細運動）

Attention（注意） .582

Hyperactive/impulsive（多動・衝動性） .552

Hypoactive（低活動） .629

Planning/organising（計画・整理） .534

Relation in space（空間認知） .429

Time concepts（時間の概念） .509

Body perception（⾝体知覚） .451

Visual perception（視覚） .554

Memory（記憶） .524

Comprehension（⾔語理解） .613

Expressive language skills（表出⾔語） .590

Communication（コミュニケーション） .530

Reading/writing（読み書き） .629

Math（数学） .652

General learning（⼀般的な学習） .644

Coping in learning（学習への対処） .468

Social skills（社会スキル） .457

Internalising（内在化） .425

Externalising（外在化） .479

Obsessive-compulsive（強迫） .487

本研究で得られた因⼦
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本研究で得られた因子間の相関を表1.3に示す。因子間の相関では、全ての因子間
で、強い正の相関（ρ>0.62）が認められた。因子１-４の因子間相関はほぼ同等で
あり、因子間の距離はそれぞれに均等で、特定の因子同士の結びつきが強いというこ
とはなかった。 
 
表1.3 本研究で得られた因子間の相関 

 
 
1.4 考察 
1.4.1 因子分析結果の検討 
因子1には、主に言語・学習困難に関連する12のサブドメインが含まれていた。
また、因子1には、記憶や知覚に関するサブドメインも含まれており、言語、認
知、学習、知的パフォーマンスに関する幅広い領域にまたがる因子が存在することが
示唆された。因子2には、主に多動性、衝動性、外向性に関する項目が含まれてい
た。幼少期の衝動性症状は、将来の外在化症状を説明すること（Martel et 
al ,2017）、外向性行動問題や攻撃性は、ADHDの主症状である多動、衝動性と関
連することが報告されている（Connor et al., 2012）。FTFとCBCLを比較した先
行研究では、FTFのオリジナルのサブドメインの#4 Hyperactive/impulsive(多動・
衝動性)と、CBCLのAggressive（攻撃性）、Externalizing（外在化）、Delinquent
（非行）との間に正の相関があることが報告されている（Bohlin et al.2004）。因
子2に#21 Externalizing（外在化）と#22 Obsessive-compulsive（強迫）が含まれ
ていることは、Bohlinらの結果と一部一致している。因子3には、#5 Hypoactive
（低活動）や#6 Planning/organizing（計画・整理）など、主に不注意や実行困難
に関する項目が含まれていた。因子4には，主に社会的スキルや内向性の問題に関
する項目が含まれていた。それに加えて、#1 Gross motor skills（粗大運動）から2
つの項目が含まれている。いくつかの研究で、運動能力の低下と内向性の問題との関
係が繰り返し報告されている。最近のレビューでは，個人的要因（自尊心，知覚され

因子１ 因子２ 因子３ 因子４
因子１ 0.639 0.648 0.645
因子２ 0.696 0.669
因子３ 0.622
因子４
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た能力など）と比較して，対人的要因（社会的支援，仲間の問題など）は，運動技能
と内向性の問題との間のより強く一貫した媒介因子であることが判明したことが示唆
されている（Mancini et al., 2019）。一方、運動技能の発達と社会技能の発達は、
幼児の参加を通じて相互依存的に関連している（Holloway et al., 2019）。したが
って、これらの以前に示唆された3つの構成要素の関係性は、因子4の集約を支持
する可能性がある。 
 
1.4.2 本研究の因子とFTFのオリジナルのドメイン、サブドメインとの比較 
各因子とFTFのオリジナルのドメイン、サブドメインとの関係を図1.1に示す。 
「Memory（記憶）」「Learning（学習）」「Perception（知覚）」「Language
（言語）」の4領域は、ほとんどが因子1にまとめられている。そもそもFTFで
は，Externalizing（外在化）とInternalizing（内在化）は，Emotional / 
Behavioral problems（感情・行動の問題）という1つのドメインに含まれている。
しかし，今回の因子分析では，それぞれ別の因子に分離された。本研究では、
Externalizing（外在化）を含む因子2に多動性・衝動性が含まれ、Internalizing
（内在化）を含む因子4にSocial skill（社会スキル）が含まれていることから、日
本の学童の一般集団ではExternalizing（外在化）とInternalizing（内在化）の問題
は必ずしも併発していないことが示された。 
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図1.1 因子とFTFのオリジナルのドメイン、サブドメインと本研究の４因子との関
係 
 

 
太線は本研究で得られた4因子、細線はFTFのオリジナルのドメインを示す。 
 
1.4.3 FTFの因子分析の先行研究との比較 
先行研究と本研究の因子分析の結果を表1.4に示す。Kadesjöらは，いくつかの小
グループでのパイロットドラフトに基づいて，FTFの8つの領域を作成した
(Kadesjö et al, 2004)。スウェーデンの一般集団を対象としたFTF研究では、主成
分分析を用いて2つの因子に分けている (Bohlin et al., 2004)。また、チリの一般集
団の研究では、4つの因子に分かれ (Beltrán-Ortiz et al., 2012)、Bruceらは、
ADHD群の因子分析を行い、6つの因子に分かれた。Lambekらは、15～17歳の
2,128人を対象にFTFの探索的因子分析を行い、FTFは5つの因子に分かれた
（Lambek et al., 2015）。この結果を受けて、彼らはさらに、これまでで最も多
い、上記2128人とは別の一般集団の2128人を対象に確認的因子分析を行った。そ
の結果、Bruceらの6因子モデルが最も高い比較適合指標を示し、一般集団の評価
にも最も適していると結論づけた。本研究の因子分析の結果も、これらの先行研究と
同様に、FTFは、オリジナルの８つのドメインより少ない因子に集約しうることを
示唆している。 
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表1.4 先行研究と本研究の因子の比較 
Bohlinらの研究は、主成分分析。Lambekらの研究は因子の命名がなく、アルファ
ベットで表記した。 
SD:社会スキルの困難 IPD:不注意・実行機能の困難 HI:多動・衝動性 LLD:言語
と学習の困難 LD:学習の困難 SEP:社会感情的問題 MP:運動・知覚 A:注意 
AC:活動の制御 CS:認知機能 LS:読み書き SEB:感情・社会化・行動 CML:認
知・運動・言語 GD:一般的な発達 CSL:コミュニケーション・学校の勉強 SEPC:
社会感情問題・コントロール  
 

 
 
 
 
 

FTFドメイン FTFサブドメイン 今回の4因⼦ Bohlin&Janols 2
factor model

Bruce et al 6
factor model

Beltran-Ortiz et
al 4 factor model

Lambek at el 5
factor model

⺟集団 ⼀般群 ⼀般群 ADHD群 ⼀般群 ⼀般群

⺟集団の⼈数 376名 834名 76名 322名 2129名
⾏われた国 ⽇本 スウェーデン スウェーデン チリ デンマーク

性差 男201名 ⼥175名 男55% ⼥45% 男63名 ⼥13名 男143名 ⼥179名

年齢 6〜15歳 5〜13歳 平均11歳 5〜15歳 5〜17歳

Gross motor skills SD LD MP CML B
Fine motor skills LD MP CML B
Attention IPD LD A GD A
Hyperactive/impulsive HI SEP AC GD D
Hypoactive IPD LD A GD A
Planning/organising IPD LD A GD A
Relation in space LLD LD MP CML B
Time concepts LLD LD CS CML C
Body perception HI SEP/LD MP CML B
Visual perception LLD LD MP CML B

Memory Memory LLD LD CS CML C
Comprehension LLD LD CS CSL C
Expressive language skills LLD LD CS CSL C
Communication LLD LD CS CSL C
Raeding/Writing LLD LD LS CSL C
Math LLD LD LS GD C
Fgeneral learning LLD LD CS CSL C
Coping in learning LLD LD A GD A

Social skills Social skills SD SEP ESB SEPC E
Internalising SD SEP ESB SEPC E
Externalising HI SEP ESB SEPC E
Obsessive-compulsive HI SEP ESB SEPC E

Emotional/behav
ioural probrems

Moter skills

Executive functions

Perception

Language

Learning
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1.4.2 内的一貫性の検討 
抽出された4つの因子は、Cronbach’s alphaの値から、十分な内的一貫性を持っ
ていることがわかった。因子1は、他の因子よりも低いα係数を示した。これは、
因子１がより多くの項目を含み、広範な内容を含んでいたためと考えられる。 
 
1.4.3 本研究の限界 
因子１の外部妥当性の評価ができておらず、今後、他の調査ツールや適切な臨床評
価を用いて検証する必要がある。さらに本研究で明らかとなった4因子の基準関連
妥当性を担保するためには、臨床応用されている質問紙などを用いて各因子との関連
について検討する必要がある。さらに本研究の4因子は、本邦における疾患群の解
析においても有用であるかを確認するため、疾患群での検討を行う必要もある。ま
た、今回使用したFTFは親が記入する形式であり、親の発達感の違い等によって、
結果に影響を及ぼす可能性も考えられる。今回、親の教育歴や性別、年齢などのデー
タを収集しておらず、それを加味した解析はできなかったことは本研究の限界であ
る。 
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第 2章  
FTFの因子構造の日本人ADHD児での臨床応用 
 
2.1 緒言 
 前章では日本人一般集団でのFTFの因子構造について検討したが、前章で明らか
となった4因子の外的妥当性を担保するために、すでに広く臨床応用されている質
問紙との関連について検討する必要がある。また、この4因子が、本邦における疾
患群の解析においても有用であるかを確認するため、疾患群での検討を行う必要があ
る。 
注意欠如多動症 (attention deficit hyperactivity disorder: ADHD)は、多動性、衝

動性、不注意を3主徴とする神経発達症である。症状は小児期より認められ、
ADHDの有病率は児童の約5%とされており、臨床上、日常的によく見られる疾患
である。ADHDを有する児は、緒言で述べたとおり、他の精神疾患を合併する例が
多く、6～17才の5028名のADHD児を対象とした研究では、ADHD児の46％が
学習障害、27％が行動障害、18％が不安障害、14％が言語障害を合併していた
（Reale et al., 2017; Larson et al.,2007）。これまでに、家族歴や遺伝子、神経画
像研究で、ADHDには生物学的基盤があると言う明らかなエビデンスが示されてお
り、ADHDは、世界中の児童、成人に見られている（カプラン臨床精神医学テキス
ト DSM-5 診断基準の臨床への展開 日本語版第３版/原著第11版）。CBCL
（Child Behavior Checklist）は子供の行動面に焦点を当てた質問紙であり、2003
年までに世界64か国語に翻訳され、広く国際的に臨床応用されている。ADHD-RS 
Ⅳもまた、小児ADHDの症状評価のために、世界的に汎用されている評価ツールで
ある。 
以上の背景を踏まえ、本章では、日本人ADHD児での臨床応用について、

CBCL、ADHD-RS Ⅳとの関連と共に検証することとした。 
 
2.2 研究方法 
2.2.1研究デザイン 
本研究は単一施設による後方視的観察研究であり、北海道大学病院で行われた。一般
群については、前章同様、北海道大学大学院医学研究院の医の倫理委員会の承認を得
て（課題名 北海道大学病院児童精神科外来受診患者の動向）、札幌市内の小中学校
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を対象に調査を行った。ADHD群については，北海道大学病院の外来患者を対象と
した後方視的な調査を行い，北海道大学病院の自主臨床研究審査委員会の承認を得
た。研究計画は1964年のヘルシンキ宣言 (2013年改訂)における人を対象とする医
学系研究に関する倫理指針に基づいて作成された。 
 
2.2.2対象 
 ADHD群については2016年5月から2019年5月にかけて，北海道大学病院精
神科の児童・思春期外来を初診したADHD患者を対象とした。回答者の性別や年齢
などの基本的なプロフィール、FTF、CBCL、ADHD-RS IVを本研究に利用した。
ADHDの診断は、「精神疾患の診断・統計マニュアル第5版（DSM-5）」に基づ
き、子どもの神経発達症の臨床経験が10年以上ある医師が行った。除外基準は、併
発する器質的疾患、知的能力障害、自閉スペクトラム症を有する者とした。一般群に
ついては、2017年1月に札幌市内の小学校3校、中学校2校に在籍した児童を対象
とし、児童の年齢、性別、FTF日本語版の結果を本研究に利用した。なお、一般
群、ADHD群共に、対象者のうち、FTFの空欄が全体の5％以上ある場合には解析
から除外した。 
 
 
2.2.3評価尺度  
Child Behavior Checklist（CBCL） 日本語版   
 CBCLは、子どもの社会的能力や行動・情緒の問題を評価することを目的として、
Achenbachによって開発された評価尺度である (Achenbach et al.,1991)。日本語
版は井澗らによって標準化されている（井澗ら,2001）。CBCLは、8つのサブスケ
ール（I. withdrawn（引きこもり）, II. somatic complaints（身体愁訴）, III. 
anxiety-depressed（不安・抑うつ）, IV. social problems（社会性）, V. thought 
problems（思考）, VI. attention problems（注意）, VII. delinquent behaviors
（非行）, VIII. aggressive（攻撃性））で構成されている。引きこもり、身体愁訴、
不安・抑うつに関する項目は、Internalizingというグループにまとめられ、非行、
攻撃性に関するものはExternalizingというグループにまとめられている。 
 
ADHD-RS Ⅳ 日本語版   
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ADHD-RS Ⅳは、Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders IV 
(DSM-IV-TR)のテキスト改訂版に準拠した18項目からなるADHD評価尺度であ
る。ADHD-RS Ⅳは、Du Paul GJらによって開発され、田中らが、ADHD-RS Ⅳ
の内部一貫性と信頼性を検証している (Tanaka et al., 2016)。項目は4点リッカー
ト式となっており、保護者が回答する。18項目のうち、半分の項目は不注意、残り
の9項目は多動性・衝動性に関するものである。不注意と多動性・衝動性の最大得
点はともに27点となる。 
 
統計解析 
CBCL、ADHD-RS Ⅳとの関連について、Spearmanの順位相関係数を用いて評価し
た。ADHD群と一般群の比較は、Mann-WhitneyのU検定を用いて評価した。 
有意水準を5%として解析を行った。多重比較の影響を考慮し、Bonferroniの補正
を用いた。統計解析ソフトはStatistical Packages of Social Sciences, JMP pro14 
（Scintilla - Copyright © 1998-2014 by Neil Hodgson）を用いた。 
 
2.3 研究結果 
2.3.1 背景因子 
対象者のデータを表2.1に示す。一般群のデータは、第１章と同様のものを用いた。
ADHD群は、43人中5%以上の空欄があった者を除き、41人が対象となり、その男
女比は33/8、平均年齢は9.5歳であった。 
 
表2.1. 対象者のデータ 

 
 
2.3.2.ADHD-RS Ⅳと各因子の関係 
本研究で得られた4因子とADHD-RS Ⅳの相関分析では、因子2の「多動性・衝
動性」とADHD-RS IVの多動性・衝動性スコアの間に強い正の相関（ρ=0.78）が

⼀般群 ADHD群

対象者数 376 41
男/⼥ 201/175 33/8
平均年齢(±SD) 9.7(±2.5) 9.5(±2.7)
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みられた。因子3の「不注意・遂行困難」とADHD-RS IVの不注意の間には中程度
の正の相関（ρ=0.62）がみられた（表2.2）。因子2と因子3は、ADHDの主症
状をより直接的に説明できると考えられた。 
 
表2.2.ADHD-RSⅣと各因子の相関 
 

 
*p<.05.**p<.01.***p<.005. 
 
2.3.3. CBCLと各因子の関係 
本研究で得られた4因子とCBCLの相関分析の結果を、表2.3に示す。因子1は
VI Attention (ρ=0.52)とのみ正の相関を示した。因子2はVII Delinquent (ρ
=0.51)、VIII Aggressive (ρ=0.77)、Externalizing (ρ=0.75)、Total (ρ=0.66)と正
の相関があった。因子3はVI Attention (ρ=0.52)とのみ正の相関を示した。因子4
は、Ⅰ Withdraw (ρ=0.52)、Ⅱ Somatic complains (ρ=0.69)、Ⅳ Social (ρ
=0.81)、Ⅵ Attention (ρ=0.75)、Ⅶ Delinquent (ρ=0.49)、Ⅷ Internalizing (ρ
=0.57)、Total (ρ=0.67)と正の相関があった。 
 
表 2.3. CBCLと各因子の相関 

 
*p<.05.**p<.01.***p<.005. 
 
2.3.4. 一般群とADHD群の各因子のスコアの比較  
ADHD群と一般群の各因子のスコアの比較を表2.4、図2.1に示す。 

不注意 多動・衝動性 合計
因⼦1 .495* .251 .408
因⼦2 .548*** .781*** .708***
因⼦3 .618*** .338 .523**
因⼦4 .348 .260 .346

ADHD-RS スコア

ⅠWithdrawn
（引きこも
り）

ⅡSomatic
complaints
（⾝体愁訴）

ⅢAnxious/
depressed（不
安・抑うつ）

ⅣSocial（社
会性）

ⅤThought
（思考）

ⅥAttention
（注意）

ⅦDelinquent
（⾮⾏）

ⅧAggressive
（攻撃性）

Internalising
（内在化）

Externalising
（外在化） Total（合計）

因⼦１ .223 .301 .265 .286 .378 .518* .316 .262 .348 .258 .314
因⼦２ -.009 .181 .383 .359 .285 .462 .514* .771*** .235 .747*** .657***
因⼦３ .236 .244 .355 .314 .262 .526* .255 .263 .333 .269 .245
因⼦４ .518* .132 .689*** .813*** .418 .745*** .494* .394 .572*** .416 .674***
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Mann-WhitneyのU検定の結果、各因子のスコアは、ADHD群が一般群よりも有意
に高かった（p<0.0001）。ADHD群のスコアが一般群の90％分位値を超えた割合
は、因子1が56.1％、因子2が68.3％、因子3が63.4％、因子4が51.2％であっ
た(図2.2)。  
 
表2.2 一般群とADHD群の各因子のスコアの比較  
*因子ごとのスコア合計を質問項目数で除し、平均として算出した（最大点数2.0 最
小点数0.0）。 
**一般群の90パーセンタイルを超えたADHD群の割合 

 
 
 
 
 
 
  

 
P<0.0001  

因⼦（項⽬
数）

＊⼀般群平均
＊ADHD群平

均

⼀般群の90
パーセンタ
イルを超え
た割合(%)

因⼦1(45) 0.62 0.67 56
因⼦2(28) 0.35 0.57 68
因⼦3(15) 1.0 1.2 63
因⼦4(17) 0.47 0.52 51
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図2.3 一般群とADHD群の各因子の比較（箱ひげ図） 

縦軸は各因子の総点数を示す。ADHD群をグラフの左側、一般群を右側に示した。
長方形の中央の線が中央値、長方形の上辺が第3四分位点、底辺が第１四分位点を
示す。第1四分位点 - 1.5×（四分位範囲）から、第3四分位点 + 1.5×（四分位
範囲）に含まれなかった値を外れ値とした。 

 
2.4. 考察 
2.4.1主な結果とその解釈 
ADHDの主要症状（不注意、多動性、衝動性）に特化したスクリーニング尺度であ
るADHD-RS IVとの相関分析では、因子2の「多動性・衝動性」とADHD-RS IV
の多動性・衝動性スコアの間には強い正の相関（ρ=0.78）があり、因子3の「不注
意・遂行困難」とADHD-RS IVの不注意の間には中程度の正の相関（ρ=0.62）が
みられた（表2.2）。この結果から、因子2と因子3は、ADHDの主症状をより直
接的に説明できると考えられた。子どもの社会的能力や行動・情緒の問題を評価する
ことを目的とした評価尺度であるCBCLとの相関分析では、複数の正の相関が認め
られた（表2.3）。特に，因子2の「多動性・衝動性」と因子4の「社会的スキルの
困難」は，CBCLの複数の尺度と相関していた。因子2とCBCLの外向性、非行
性、攻撃性の各尺度との相関があることは、内容の妥当性を示す結果となった。同様
に、因子4は、CBCLの内向性、不安・抑うつ、社会性、注意、非行、内在化の各
尺度との相関を示した。これらの相関は、因子4「社会スキルの困難」の妥当性を示
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すだけでなく、この因子が社会的引きこもりや内向的問題の指標となりうることを示
唆している。因子2と因子4とは対照的に、因子1と因子3はCBCLの注意の問題
とのみ相関していた。この結果は、FTFが認知能力、学力、知覚能力などの発達的
観点から開発されたものであるのに対し、CBCLは行動的問題を対象としており、認
知的問題や学力的問題が重視されていないことから説明できる (Achenbach et al .,  
1991)。 
ADHD群と一般群の各因子のスコアの比較では、一般群に高得点の外れ値が散見さ
れたが、これは、ADHDの有病率が青年期までの児童で5.29%と高いことから
(Biederman et al, 2005)、一般群にADHDの児童が含まれているためと考えられ
る。今回の結果ではADHDの主症状を代表すると考えられる因子2、因子4だけで
なく、すべての因子において、ADHD群は一般群よりも有意に高いスコアを示した
（図2.2）。したがって本研究によってADHDの子どもたちは、多動性、衝動性、
不注意といった具体的な領域だけでなく、因子1の「言語・学習困難」や因子4の
「社会的スキルの困難」といった領域にも一般群に比べて問題を抱えていることが示
された。先行研究でも、ADHDと言語理解の困難さの関係が指摘されている。
Bruceらの研究では、ADHD群のほぼ半数の子どもが、中等度から重度の言語理解
の問題を示していた (Bruce et al., 2006)。TiroshとCohenは、6～11歳の児の一
般集団において、ADHDの有病率は5%であり、45%が何らかの言語理解の問題を
抱えていることを明らかにした (Tirosh et al., 1998)。また、ADHDと社会的スキ
ルの関連性も、先行研究でもよく指摘されている。Rosらは、ADHDの子どもたち
の社会的機能プロファイルは、多様な分野で障害が顕著であることを指摘している
（Ros et al., 2017）。このように、これまでにも多くの研究で、ADHDの子どもた
ちが、一般の子どもたちと比較して、学習障害や社会的問題などの多様な問題を抱え
ていることが示されてきたが、この様な多岐にわたる問題を、今回の4因子を用い
ることで、一度により簡便に評価できたと言える。 
 
2.4.2 本研究の限界 
以上のように、ADHD-RS IVとCBCLを用いて因子構造をADHD群で検証したと
ころ、4因子のうち3因子は十分な外部妥当性を示したが、唯一、因子1について
は、適当な指標を用いた基準関連妥当性の検証が行われておらず、今後、他の調査ツ
ールや適当な臨床評価を用いて因子1の妥当性を検証する必要がある。 
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2.4.3 FTFの今後の活用について 
また、ADHD群は、一般群に比べてすべての因子で有意に高いスコアを示したこと
から、ADHDの発達上の問題は多様であり、その評価は臨床的に必須であることが
わかった。幅広い症状をカバーする評価尺度であるFTFを用いることは、小児の
ADHD患者の評価に有用あると考えられる。 
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総括および結論 

本研究から得られた知見 
• 日本の一般児童群のFTFは、因子分析の結果、因子１「言語と学習の困

難」、因子2「多動・衝動性」、因子3「不注意・実行機能の困難」、因子4
「社会スキルの困難」の４つの因子に分けられることがわかった。抽出され
た4つの因子は、Cronbachのα係数の値から、十分な内部一貫性を持つこ
とがわかった（第１章）。  

• ADHD-RS IVとCBCLを用いて、FTFの因子構造をADHD群で検証したと
ころ、4因子のうち因子１を除く3因子は十分な外部妥当性を示した（第2
章）。 

• ADHD群は、本研究で得られた４つの因子全てで、一般群に比して有意に高
いスコアを示した。（第２章）。 

 
新知見の意義 
日本の一般児童群のFTFは4つの因子に分けられることがわかった。これによっ
て、より効率的に、日本人の一般集団で、何に困難を抱えているのかを鋭敏に知るこ
とができる可能性がある。また、ADHDの発達上の問題は多様であり、主症状に限
らない広範な症状や生活上の問題の評価が必要であることがわかった。FTFの今回
の4因子は、幅広い症状をカバーする評価尺度として、ADHD患者の、多動性、衝
動性、不注意だけでなく、多様な問題の評価に有用を行う上で、有用なツールである
と考えられる。 
 
今後の展望および課題 
因子１の外部妥当性の評価ができておらず、今後、他の調査ツールや適切な臨床評
価を用いて検証する必要がある。本研究で得られた4因子については、ADHD群で
の検討しか行っていないが、今後、その他の発達障害の児の評価に使用することも期
待される。また、身体疾患を持つ児の抱える困難さを明確にし、今まで注目されてい
なかったニーズを拾い上げるために使用したり、問題行動を伴う児の特性のスクリー
ニングを簡易に行うために使用することも可能であると考えらえる。また、今回使用
したFTFは親が記入する形式であり、親の発達感の違い等によって、結果に影響を
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及ぼす可能性も考えられる。そのため、今後、親の教育歴や性別、年齢などのデータ
を収集し、併せて解析することも必要である。 
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